
4 エチレングリコール 

  

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：エチレングリコール 
（別の呼称：1,2-エタンジオール、グリコール、1,2-ジヒドロエタン、1,2-ヒドロキシエ

タン、エチレンジヒドラート、グリコールアルコール） 
CAS 番号：107-21-1 
化審法官報告示整理番号：2-230 
化管法政令番号：1-43 
RTECS 番号：KW2975000 
分子式：C2H6O2 
分子量：62.07 
換算係数：1ppm=2.54mg/m3(気体、25℃) 
構造式：   

（2）物理化学的性状 

本物質は無色の粘い甘味をもつ液体である 1)。やや粘稠、吸湿性で無臭の液体である 2)。 
融点 -13℃3)、-12.6℃4) 

沸点 197.3℃3)、197.6℃5) 、197.54℃4) 

密度 1.1135g/cm3 (20℃)3) 

蒸気圧 
0.092mmHg(=1.23×101Pa) (25℃)4)、 
0.05mmHg(=6.67 Pa) (20℃)6)、 
0.2mmHg(=2.67×101Pa) (30℃)6) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(logKow) -1.367) 

解離定数（pKa） 15.104) 

水溶性 水と混和する 5) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

エチレングリコールの分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 
好気的分解（分解性が良好と判断される化学物質 8）） 

分解率：BOD 90%、TOC 100%、GC 100% (試験期間：2 週間、被験物質濃度：100mg/L、
活性汚泥濃度：30mg/L)9) 
河川水に添加した 2、10mg/L のエチレングリコールは 3 日間でいずれも 100%分解

されたと報告されている 10)。 
嫌気的分解 

家庭排水と工業排水を処理している処理場の嫌気汚泥により、129mg/L のエチレン

グリコールが 1～2 週間で 100%分解されたと報告されている 10)。 
化学分解性 

OH ラジカルとの反応性（大気中） 
反応速度定数：7.70×10-12cm3/(分子･sec)（25℃、測定値）4) 
半減期：8.3～83 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 11）と仮定して

［４］エチレングリコール 
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計算） 
 加水分解性 
  加水分解性を示す官能基なし 11) 
生物濃縮性 
生物濃縮係数 （BCF）：魚類 (Golden ide); 10 (曝露 3 日後) 11)、藻類 (Chlorella fusca); 190 
(曝露 1 日後)12) 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

化学工業統計年報によると、平成 14 年のエチレングリコールの生産量は、733,448t である
13)。本物質の平成 13 年における輸出量は 102,011t、輸入量は 37,167t である 14)。 

本物質の国内生産量の推移を表 1.1 に示す 13)。 

 
表 1.1 エチレングリコールの国内生産量の推移 

 

年 生産量 (t) 
 平成 4 年 

5 年 
6 年 
7 年 
8 年 
9 年 

10 年 
11 年 
12 年 
13 年 
14 年 

560,490 
526,812 
567,136 
709,418 
750,754 
885,934 
919,703 
922,273 
929,882 
787,323 
733,448 

注）化学工業統計年報による生産量の推移 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、輸出、中間物、有機化学製品用（合成繊維、合成樹脂）、溶剤（希釈

剤、洗浄剤、冷媒、その他）、添加剤（繊維用、油用、色素(塗料、顔料)、その他）、電子材料

等製品用（その他）、その他製品用（その他）とされている 15）ほか、ポリエステル繊維、不

凍液、グリセリンの代用、溶剤(酢酸ビニル系樹脂)、耐寒潤滑油、有機合成(染料、香料、化

粧品、ラッカー)、電解コンデンサー用ペースト、乾燥防止剤(にかわ)、医薬品、不凍ダイナ

マイト、界面活性剤、不飽和ポリエステルの原料とされている 14)。 
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（5）環境施策上の位置付け 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号：43）として指定されている

ほか、有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質及び水質汚濁に係る要調査項目として

選定されている。 

 

- 3 -



4 エチレングリコール 

  

大気
公共用水

域
土壌. 埋立 下水道

事業所
外

対象業種
非対象業

種
家庭 移動体

全排出・移動量 1096009 1875783 182515 0 388580 5577946 19475365 4320028 21636 3154307 23817029 26971336

窯業・土石製品製造業
781905
(71.3%)

38
(0.002%)

0 0
3200
(0.8%)

41730
(0.7%)

ゴム製品製造業
42015
(3.8%)

650
(0.04%)

0 0
21010
(5.4%)

190279
(3.4%)

届出 届出外

自動車整備業
39700
(3.6%)

5900
(0.3%)

0 0
3468
(0.9%)

245280
(4.4%)

12 88

鉄鋼業
37120
(3.4%)

2700
(0.1%)

0 0 0
3800
(0.1%)

パルプ・紙・紙加工品製造業
35540
(3.2%)

107370
(5.7%)

0 0
19142
(4.9%)

17001
(0.3%)

化学工業
33230
(3%)

649427
(34.6%)

178
(0.1%)

0
78064
(20.1%)

1399553
(25.1%)

繊維工業
1630
(0.1%)

1036531
(55.3%)

0 0
145708
(37.5%)

1068834
(19.2%)

燃料小売業 0 0
178001
(97.5%)

0 0
20000
(0.4%)

総排出量の構成比
（％）

総排出量　（kg/年）

合計
届出

排出量
届出外
排出量

届出 届出外　（国による推計）

業種別届出量（割合）

排出量　（kg/年） 移動量　(kg/年) 排出量　（kg/年）

２．暴露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確

保する観点から、実測データをもとに基本的には一般環境等からの暴露を評価することとし、

データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度により評

価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

エチレングリコールは化学物質排出把握管理促進法（化管法）の第一種指定化学物質であ

る。同法に基づき集計された平成 13 年度の届出排出量・移動量及び届出外排出量を表 2.1 に

示す。 

 
表 2.1 平成 13 年度 PRTR データによる排出量及び移動量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本物質の平成 13 年度における環境中への総排出量は、26,971ｔと報告されており、そのう

ち届出排出量は 3,154ｔで全体の 12%であった。届出排出量のうち 1,096ｔが大気へ、1,876

ｔが公共用水域へ、183ｔが土壌へ排出されるとしている。その他に下水道への移動量が 389
ｔ届出られている。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が多い業種は窯業・土石製品

製造業（71.3%）であり、公共用水域への排出が多い業種は繊維工業（55.3%）及び化学工業

（34.6%）であり、土壌への排出が多い業種は燃料小売業（97.5%）であった。 

表 2.1 に示したように PRTR 公表データでは、届出排出量は媒体別に報告されその集計結果

が公表されているが、届出外排出量の推定は媒体別には行われていない。別途行われている

届出外排出量の媒体別配分の推定結果 1)と届出排出量を媒体別に合計したものを表 2.2 に示

す。 
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表 2.2 環境中への推定排出量 

 

 推定排出量(kg) 
 大   気 
 水   域 
 土   壌 

10,584,740
16,028,852

    357,671

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を PRTR データ活用環境リスク評価支援システム（改良

版）を用いて予測した 2）。予測の対象地域は、平成 13 年度環境中への推定排出量が最大であ

った大阪府（大気への排出量 1,108ｔ、水域への排出量 1,034ｔ、土壌への排出量 1.1ｔ）とし

た。予測結果を表 2.3 に示す。 
 

表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

 

 分配割合 (％) 

 大   気 

 水   域 

 土   壌 

 底   質 

0.3 
83.5 
15.7 
0.6 

（注）環境中で各媒体別に最終的に分配される 
割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。各媒体でのデータの信頼性が確認

された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4 に

示す。 
表 2.4 各媒体中の存在状況 

 

                    

媒体 幾何 算術 最小値 最大値 検出 検出率 調査 測定年 文献

    平均値 平均値     下限値   地域     

                    

一般環境大気  µg/m3                 

                    

室内空気 µg/m3                 

                    

食物 µg/g                 

                    

飲料水 µg/L                 

                    

地下水 µg/L                 

                    

土壌 µg/g                 

                    

公共用水域・淡水   µg/L <0.8 <0.8 <0.8 0.93 0.8 1/3 全国 1986 3
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公共用水域・海水   µg/L <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.8 0/5 全国 1986 3
                    

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.06 <0.06 <0.06 <0.061) 0.06 0/3 全国 1986 3
                             

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.06 <0.06 <0.06 <0.061) 0.06 0/5 全国 1986 3
                    

注： 1）統一検出下限値未満の値として淡水、海水ともに最大0.039µg/gが得られている。 

 

（4）人に対する暴露量の推定（一日暴露量の予測最大量） 

公共用水域淡水の実測値を用いて、人に対する暴露の推定を行った（表 2.5）。ここで、公

共用水域のデータを用いたのは、飲料水等の分析値が得られなかったためである。化学物質

の人による一日暴露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ

15m3、2L 及び 2,000g と仮定し、体重を 50kg と仮定している。 

 
表 2.5 各媒体中の濃度と一日暴露量 

 

  媒  体 濃  度 一 日 暴 露 量 

        

  大気     

  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

平       

  水質     

  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

均 公共用水域・淡水 評価に耐えるデータは得られなかった。

（過去には 0.8µg/L 未満の報告がある

(1986)） 

評価に耐えるデータは得られなかった。

        

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

  大気     

  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

最       

大 水質     

値 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

等 公共用水域・淡水 評価に耐えるデータは得られなかった。

（過去には最大 0.93µg/L の報告がある

(1986)） 

評価に耐えるデータは得られなかった。

        

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

        

 
吸入暴露量を算定できるデータはなかった。経口暴露については、評価に耐えるデータが

得られなかったため、一日暴露量は評価できなかった。 
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（5）水生生物に対する暴露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する暴露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質について予測環境中濃度（PEC）は設定できなかった。 

 

表 2.6 公共用水域濃度 

 

媒 体 平    均 最 大 値 

水 質     

 公共用水域・淡水 

評価に耐えるデータは得られなかった。

（0.8µg/L 未満の報告がある(1986)） 
評価に耐えるデータは得られなかった。

（0.93µg/L の報告がある(1986)） 
      

 公共用水域・海水 

評価に耐えるデータは得られなかった。

（0.8µg/L 未満の報告がある(1986)） 
評価に耐えるデータは得られなかった。

（0.8µg/L 未満の報告がある(1986)） 
   注)：公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行っ

た。 

（1）体内動態、代謝 

本物質をラット、マウス、サルに強制経口投与した場合、急速に、ほぼ完全に吸収され、

血漿中のピーク濃度は用量に依存して増加する 1) 。ラット及びマウスに 10～1,000 mg/kg/day
を経口投与した試験では、1～4 時間以内に血漿中のピーク濃度が現れ、24 時間以内に投与量

の 90～100％が吸収されており 2,3) 、1～1,000 mg/kg/day を経口投与したラット、マウス、イ

ヌ、サルでは血漿中の半減期は 1～4 時間であった 3,4,5) 。また、ラットに吸入させた試験では、

投与量の 75～80％が吸収され、血漿中のピーク濃度は 1 時間以内、半減期は 34～39 時間で

あった 6) 。一方、経皮投与での吸収は緩慢で、96 時間後でも吸収率はラットで 30％、マウス

で 50％程度と低かった 2,3) 。 
本物質の代謝はヒト及び実験動物で質的に同じであり 1,7) 、通常、暴露の 2～4 時間以内に

肝臓及び腎臓で代謝が始まり、24～48 時間以内に未変化の本物質及び代謝物のほとんどが体

外に排泄される 2) 。本物質は先ず、アルコール脱水素酵素によってグリコールアルデヒドに

なり、すぐにグリコール酸塩及び少量のグリオキサールに代謝される。次いで、グリコール

酸塩はグリコール酸酸化酵素または乳酸脱水素酵素によってグリオキシル酸塩になり、主に

ギ酸を経て CO2に代謝されるが、一部はシュウ酸、グリシンなどにも代謝される 1,8,9) 。 
尿中に未変化の本物質、グリコール酸塩、呼気中に CO2として排泄されるのが一般的であ

るが、尿中にグルコシル、ヒプル酸塩、シュウ酸塩としても排泄され 1,2,10) 、腎臓に沈着した

シュウ酸カルシウムの結晶は本物質による腎不全の主要な原因と考えられている 11) 。 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 12)  

表 3.1 急性毒性 
 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50  4,700 mg/kg 
ラット 経口 TDLo 1,110 mg/kg 
ラット 経口 TDLo  5,000 mg/kg 
ラット 経口 TDLo  1,000 mg/kg 
ラット 経口 TDLo   120 mg/kg 

モルモット 経口 LD50   6,600 mg/kg 
ネコ 経口 LD50   2,000 mg/kg 
ネコ 経口 LD50   1,650 mg/kg 
イヌ 経口 LD50   5,500 mg/kg 

ラット 吸入 LC      >200 mg/m3 (4hr) 
ウサギ 吸入 TCLo     4 mg/m3 (2hr) 
ウサギ 吸入 TCLo     12 mg/m3 
ウサギ 経皮 LD50   9,530 µL/kg 

   注：（ ）内の時間は暴露時間を示す。 
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皮膚に対する刺激作用は極めて弱く、眼に対する刺激も弱い。中毒の初期には眩暈、意識

混濁など中枢神経系に対する作用が強く、次いでタンパク尿、乏尿などの腎障害が現れ、ま

れに視力障害を伴うことがある 13)。一般的にはヒトの致死量は 1.4 mL/kg13)と考えられている

が、398 mg/kg あるいは 786 mg/kg とする報告 12) もある。 

② 中・長期毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 16 匹を 1 群とし、0、50、100、250、500、2,000 mg/kg/day
を 2 年間混餌投与した結果、500 mg/kg/day 以上群の雄及び 2,000 mg/kg/day 群の雌で死亡率

の増加、体重増加の抑制、飲水量、蛋白尿、腎結石の増加を認めた。また、250 及び 500 
mg/kg/day 群の尿細管上皮で細胞質内へのシュウ酸カルシウム沈着の発生率に増加を認め

た 14) 。この結果から、NOEL は 100 mg/kg/day であった。 
イ）Fischer 344 ラット雌雄各 130 匹及び CD-1 マウス雌雄各 80 匹を 1 群とし、0、40、200、

1,000 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、1,000 mg/kg/day 群の雄ラットは 475 日までに

シュウ酸カルシウムによる尿細管上皮変性によって全数死亡したが、この間、体重増加の

抑制、腎臓重量、血中の尿素窒素及びクレアチニン、好中球、尿量及び尿中のシュウ酸カ

ルシウム結晶の増加、赤血球数、ヘマトクリット値及びヘモグロビンの減少、尿細管の拡

張、糸球体の収縮、尿細管上皮の過形成及び間質の炎症を伴った慢性腎炎、全身の軟組織

の石灰化、副甲状腺過形成の発生率などに有意差を認めた。また、1,000 mg/kg/day 群の雌

ラットで腎臓重量、尿中のシュウ酸カルシウム結晶及び尿酸結晶の有意な増加を認めた。

マウスでは投与に関連した影響を認めなかった 15)。なお、雌ラットの肝臓で軽度な脂肪変

性の発生率に有意な増加が認められているが、文中では 200 mg/kg/day 以上の群、表中では

1,000 mg/kg/day 群と異なった値が記載されており、詳細は不明であった。 
ウ）Wistar ラット雌雄各 25 匹を 1 群とし、雄に 0、35、71、180、715 mg/kg/day を、雌に 0、

38、85、185、1,128 mg/kg/day を 16 週間混餌投与した結果、180 mg/kg/day 以上の群の雄で

腎臓でのシュウ酸塩の沈着及び尿細管障害の発生率に有意な増加を認め、シュウ酸塩沈着

を認めた雄では 1 匹を除いたすべての個体で重度の尿細管の障害がみられた。また、715 
mg/kg/day 群の雄で腎臓重量及び尿中シュウ酸濃度の有意な増加を認めた。雌では 1,128 
mg/kg/day 群で尿中シュウ酸濃度の有意な増加を認め、尿細管障害の発生率は増加したもの

の、有意ではなかった。この他、血液、主要臓器の重量及び組織の検査では、腎臓を除い

て影響を認めなかった 16)。この結果から、NOAEL は 71 mg/kg/day であった。 
エ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、雄に 0、205、407、947、3,134 mg/kg/day

を、雌に 0、597、1,145、3,087、5,744 mg/kg/day を 90 日間飲水投与した結果、5,744 mg/kg/day
群の雌 8 匹、3,134 mg/kg/day 群の雄 2 匹が死亡した。雌では、597 mg/kg/day 以上の群で白

血球数の有意な減少を認め、1,145 mg/kg/day 以上の群で腎臓の障害、結晶沈着の有意な増

加を認めた。雄では、947 mg/kg/day 以上の群で血中クレアチニン、腎臓の重量、障害、結

晶沈着に有意な増加を認め、3,134 mg/kg/day 群で体重増加の有意な抑制、血中の尿素窒素

及びリン、脳、生殖腺の重量の有意な増加、心臓、肝臓、肺の重量の有意な低下を認めた。

また、腎臓の障害は雄の方が雌よりも高い発生率であり、症状も重度であった 17)。この結

果から、NOAEL は 407 mg/kg/day であった。 
オ）Sprague-Dawley ラット及び Long-Evans ラット雌雄 15 匹、Princeton モルモット雌雄 15 匹、
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ニュージーランド白ウサギ雄 3 匹、ビーグル犬雄 2 匹、リスザル雄 2～3 匹を 1 群とし、0、
10、57 mg/m3を 6 週間（8 時間/日、5 日/週）、12 mg/m3 を 90 日間（24 時間/日、7 日/週）

吸入させた結果、10 mg/m3群のウサギ 2 匹に結膜炎、他種の数匹で肝臓に脂肪浸潤や壊死

がみられたが、57 mg/m3群ではこれらの影響は認めなかった。また、12 mg/m3 の連続吸入

では、ウサギで眼瞼水腫による開眼不能、ラット 2 匹で角膜の混濁を認め、全種類の動物

の肺に炎症性の変化がみられたが、より軽度な炎症は対照群にもみられた 18)。 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Fischer 344 ラットに 0、40、200、1,000 mg/kg/day を混餌投与しながら、各群から雄 10
匹と雌 20 匹を取り出して交尾させて実施した三世代試験の結果、受精率、妊娠率、胎児の

生残率、妊娠期間、出生仔の体重増加に影響はみられず、睾丸、副睾丸、子宮、卵巣、腎

臓の組織にも、奇形の発生率にも影響を認めなかった 19)。この結果から、NOAEL は 1,000 
mg/kg/day であった。 

イ）CDラット及びCD-1マウス雌 6～10匹を 1群とし、ラットに 0、1,250、2,500、5,000 mg/kg/day、
マウスに 0、750、1,500、3,000 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目まで強制経口投与した

結果、両種ともに、用量に依存した胎仔の頭蓋顔面奇形、神経管奇形、体幹骨格形成異常

などの奇形発生率の上昇ならびに吸収胚の増加を認め、最高用量群では生残仔の 95％以上

に奇形の発生がみられた。また、母ラットでは 1,250 mg/kg/day 以上の群で、母マウスでは

2,500 mg/kg/day 以上の群で体重増加の抑制を認めた 20)。 
ウ）CD ラット雌 25 匹及び CD-1 マウス雌 30 匹を 1 群とし、ラットに 0、150、500、1,000 、

2,500 mg/kg/day、マウスに 0、50、150、500、1,500 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目ま

で強制経口投与した結果、ラットでは 1,000 mg/kg/day 以上の群の胎仔で低体重、椎弓及び

肋骨の欠損などを伴った骨格奇形、胸部から腰部の骨化遅延の発生率に有意な増加を認め、

2,500 mg/kg/day 群の胎仔で水頭症、胃壁裂症、臍帯ヘルニアの発生率に有意な増加を認め

た。マウスでは 500 mg/kg/day 以上の群の胎仔で過剰肋骨の発生率に有意な増加を認め、

1,500 mg/kg/day 群の胎仔で低体重、椎弓及び肋骨の融合などを伴った骨格奇形、胸部から

腰部の骨化遅延の発生率に有意な増加を認めた 21)。この結果から、NOAEL はラットで 500 
mg/kg/day、マウスで 150 mg/kg/day であった。 

エ）CD ラット雌 25 匹及び CD-1 マウス雌 25 匹を 1 群とし、0、119、888、2,090 mg/m3を妊

娠 6 日目から 15 日目まで吸入（6 時間/日）させた結果、ラットでは 888 mg/m3以上の群の

胎仔で後肢の趾骨基部、中足骨、2,090 mg/m3群で上膊骨、頬骨弓の骨化遅延発生率に有意

な増加を認めたが、奇形の出現はなかった。マウスでは 888 mg/m3 以上の群の胎仔で体重

及び生残率の有意な低下、口蓋裂、脳ヘルニア、鼻咽頭、舌、脳、椎骨、肋骨及び顔の欠

陥の発生率に有意な増加を認めた。また、母ラットでは 2,090 mg/m3 群で肝臓の絶対及び相

対重量の増加、母マウスでは 888 mg/m3 以上の群で体重増加の抑制、吸収胚の増加に有意

な差を認めた。この結果から、NOEL は 119 mg/m3（暴露状況で補正：30 mg/m3）であった。

なお、本試験では被毛に付着した本物質の経口摂取による影響も指摘されている 22)。 
オ）CD-1 マウス雌 30 匹を 1 群とし、0、500、1,000、2,500 mg/m3を妊娠 6 日目から 15 日目

まで鼻部にのみ暴露して吸入（6 時間/日）させた結果、500 mg/m3以上の群の胎仔で矢状縫

合の骨化に進行がみられ、2,500 mg/m3群の胎仔で低体重、頸部～腰部の椎体及び胸骨分節
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の骨化遅延、矢状縫合の過剰骨化、肋骨融合の発生率に有意な増加を認めたが、外表及び

内臓系の奇形発生率、着床数や生残率などへの影響は認めなかった。また、母マウスでは

1,000 mg/m3 以上群で腎臓重量、2,500 mg/m3群で相対肝臓重量の有意な増加を認めた。一方、

2,100 mg/m3 を妊娠 6 日目から 15 日目まで全身に暴露させて吸入（6 時間/日）させた対照

群では、吸収胚、胎仔の低体重、骨格奇形及び骨格変異の発生率に有意な増加を認めた 23)。

この結果から、NOAEL は母マウスで 500 mg/m3（暴露状況で補正：125 mg/m3）、胎仔で

1,000 mg/m3（暴露状況で補正：250 mg/m3）であった。なお、本試験では雌 5 匹を用い、妊

娠 6 日目に鼻部に 2,500 mg/m3、全身に 2,100 mg/m3を暴露させて体表に付着した本物質の

量が測定されており、経口によって摂取可能な量はそれぞれ 330 mg/kg、1,390 mg/kg と見

積もられている 23)。 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質は自動車の不凍液の中にも含まれているが、5 つの自動車修理工場に働く 10 人の

男性労働者を対象とした調査では、同数の対照群と比較して、尿中の本物質及びアンモニ

ア濃度の有意な高値、尿中のグリコサミノグルカン濃度の減少を認めたが、本物質の作業

環境濃度は検出限界値（4.8 mg/m3）未満であった。このことから、本調査での主要な暴露

経路は経皮吸収であったと考えられ、空気中の濃度のみでは過小評価となり得ると指摘さ

れている 24)。 
イ）コンデンサー製造工場で本物質 40％、硼酸 55％、アンモニア 5％の混液を 105℃に加熱

し、紙とアルミ箔に塗布する作業では常に本物質の蒸気が発生しており、この作業に約 2
年間従事していた女性労働者 38 人のうち、9 人が作業中に突然 5～10 分程度意識喪失を繰

り返し、このうち 5 人でリンパ球の増加がみられた。また、眼球振とうはこれら 9 人の他

にも 5 人でみられた。その後、重症者 2 人は配置転換によって意識喪失発作はなくなり、

他の労働者でも装置の密閉化により蒸気暴露を防止した結果、発作の発生はみられなくな

った 13)。 
ウ）20 人の男性ボランティアを対象に、日平均で 3～67 mg/m3、週平均で 17～49 mg/m3を 30

日間（20～22 時間/日）吸入させた結果、数人が軽い頭痛と腰痛を時折訴えていたが、全員

の臨床検査及び心理学的検査で影響を認めなかった。また、140 mg/m3の暴露で上気道に刺

激を感じ、188 mg/m3の暴露では 15 分間しか耐えられず、244 mg/m2では 1～2 分、308 mg/m3

の暴露では直ぐに耐えられなくなった。この結果から、NOAEL は 49 mg/m3（暴露状況で

補正：41 mg/m3）であった 25)。 
エ）本物質 45％、ジエチレングリコール 5％、水及び他の添加物 50％を成分とする不凍液を

50～70％に水で希釈し、70～80℃に加熱して飛行機に散布する作業に従事していた 33 人の

男性労働者（21～52 才）を対象にした調査では、個人暴露は蒸気で 2.5 未満～22mg/m3、ミ

ストで 17 未満～190mg/m3 であり、腎機能検査の結果、幾つかのパラメーターで本物質の

暴露との間に有意な関係を認めた。しかし、一貫した影響は認められず、ほとんどの値は

正常範囲内であったことから、本物質の暴露による急性あるいは慢性の健康影響を示す証

拠は得られなかったと結論された 26)。 
オ）本物質を 30％含む不凍液をフルーツジュースと間違えて一口飲んだ 18 才の男性では、5

時間後から悪心、嘔吐がみられ、病院で胃洗浄と点滴を行ったが、症状の改善はみられな
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かった。34 日目には意識障害がみられ、全身性の痙攣を起こして混迷状態となったが、転

院して救急の人工透析を 8 日間受けた結果、腎機能の改善をみた。男性の血液で尿素窒素、

クレアチニン、尿酸の増加がみられ、蛋白尿、血尿、腎臓の生検で尿細管上皮の変性とシ

ュウ酸カルシウム結晶を認め、肺に軽度の鬱血もみられた。なお、急性腎不全を除いて、

臨床像は温和であった 27)。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がん性の評価 

国際的に主要な機関による本物質の発がん性の評価については、表 3.2 に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による対象物質の発がん性評価一覧 
 

機 関（年） 分  類 
WHO IARC － 評価されていない。 
EU EU － 評価されていない。 

EPA － 評価されていない。 
ACGIH（1995 年） A4 ヒトに対する発がん性物質として分類できない。 USA 
NTP － 評価されていない。 

日本 日本産業衛生学会 － 評価されていない。 
ドイツ DFG － 評価されていない。 

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、ネズミチフス菌 28, 29) 、マウスリンパ腫細胞（L5178Y）30)で遺伝子突

然変異、チャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO）で染色体異常及び姉妹染色分体交換 31)、

大腸菌 32, 33) 及びラット初代培養肝細胞 34)で DNA 傷害を誘発しなかった。 
in vivo 試験系では、ラットで優性致死突然変異を誘発せず 19)、マウス骨髄細胞で小核誘

発がわずかに増加したが、有意ではなかった 35) 。 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344 ラット雌雄各 130 匹を 1 群とし、0、40、200、1,000 mg/kg/day を 2 年間混餌

投与した結果、40 mg/kg/day 群の雌で乳腺線維腺腫の発生率に有意な増加を認めたが、用

量に依存したものではなかった 36) 。 
また、CD-1 マウス雌雄各 80 匹を 1 群とし、0、40、200、1,000 mg/kg/day を 2 年間混餌

投与した結果、1,000 mg/kg/day 群の雌でリンパ肉腫の発生率に増加がみられたが、有意で

はなかった 36) 。 
B6C3F1マウス雌雄各 60 匹を 1 群とし、雄に 0、1,500、3,000、6,000 mg/kg/day を、雌に

0、3,000、6,000、12,000 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、投与に関連した腫瘍の増加

はみられなかった 31)。 
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○ ヒトに関する発がん性の知見 

米国の化学工場で 1940 年以降に勤務実績があり、本物質を含む複数の化学物質の暴露を

受けた労働者（退職者を含む）を対象として 1980 年まで観察したケースコントロール調査

の結果、腎臓がんによる 26 人の死亡を認め、26 人の生年、雇用期間でマッチングした対照

群（A 群：がん以外の死因による死亡者、B 群：生死に関わらず選ばれた労働者）と比較

した。その結果、作業内容から本物質の暴露を受けたと推定されたがん死亡者は 2 人で、A
群、B 群とのオッズ比はそれぞれ 1.25（90%信頼区間 0.29～5.37）、1.14（同 0.31～4.24）で

あり、どちらの場合も有意差を認めなかった 37) 。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断でき

ない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基

づき無毒性量等を設定することとする。 
経口暴露については、中・長期毒性ウ）のラットの試験から得られた NOAEL 71 mg/kg/day

（尿細管障害）を試験期間が短いことから 10 で除した 7.1 mg/kg/day が信頼性のある最も低

用量の知見であると判断し、これを無毒性量等として設定する。 
吸入暴露については、ヒトへの影響ウ）から得られた NOAEL 49 mg/m3（臨床検査等で影

響がみられない）を暴露状況で補正して 41 mg/m3 とし、さらに試験期間が短いことから 10
で除した 4.1 mg/m3が信頼性のある最も低濃度の知見であると判断し、これを無毒性量等とし

て設定する。 

② リスク評価の結果 

表 3.3 経口暴露による健康リスク（MOE の算定） 
 

暴露経路・媒体 平均暴露量 予測最大暴露量 無毒性量等 MOE 
飲料水 － － － 

経口 
地下水 － － 

7.1 mg/kg/day ラット 
－ 

 
表 3.4 吸入暴露による健康リスク（MOE の算定） 

 
暴露経路・媒体 平均暴露濃度 予測最大暴露濃度 無毒性量等 MOE 

環境大気 － － － 
吸入 

室内空気 － － 
4.1 mg/m3 ヒト 

－ 
 
本物質については、無毒性量等を設定したものの、経口及び吸入の暴露量等が把握されて

いないため、健康リスクの判定はできなかった。本物質は PRTR 対象物質であり、環境中へ

の排出量が多いが、良分解性であり、生物濃縮性が低い。従って、引き続き排出量の推移を

見守った上で、環境中濃度の把握の必要性を検討する必要があると考えられる。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］  
 
 
 
 
 
 

4．生態リスクの初期評価 

生態リスクの初期評価として、水生生物に対する化学物質の影響についてのリスク評価を

行った。 

（1）生態毒性の概要 

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見の収集を行い、その信頼性を確認したも

のについて生物群、毒性分類別に整理すると表 4.1 のとおりとなる。 
 

表 4.1 生態毒性の概要 

生物種 急 慢 毒性値 生物名 生物分類 エンドポイント 暴露期間 信頼性 Ref. 

  性 性 [µg/L]    /影響内容 [日] a b c No. 

藻類   ○ 1,000,000**Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC   

GRO(RATE)  3 ○  2) 

   ○ 1,000,000**Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC   

GRO(AUG) 3 ○  2) 

 ○   >1,000,000Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50   

GRO(RATE)  3 ○  2) 

 ○   >1,000,000Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50   

GRO(AUG) 3 ○  2) 

     2,000,000Anacystis aeruginosa  藍藻類 TT   POP 8   ○ 1)-15134

      >10,000,000Scenedesmus 
quadricauda 緑藻類 TT 7   ○ 1)-5303

甲殻類   ○ 4,200Ceriodaphnia dubia ニセネコゼミジ

ンコ 
MATC*  REP 7 ○  1)-17743

   ○ 100,000**Daphnia magna オオミジンコ NOEC   REP 21 ○  2) 

 ○  >1,120,000Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 ○  2) 

  ○   10,000,000Ceriodaphnia dubia ニセネコゼミジ

ンコ 
LC50   MOR 2 ○  1)-10810

  ○   34,000,000Ceriodaphnia dubia ニセネコゼミジ

ンコ 
LC50   MOR 2 ○  1)-13727

  ○   46,300,000Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 ○  1)-12055

  ○   48,600,000Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 1  ○ 1)-16756

  ○   51,100,000Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2  ○ 1)-10810

  ○   54,500,000Streptocephalus 
proboscideus ホウネンエビ科 LC50   MOR 1  ○ 1)-13669

  ○   100,000,000Crangon crangon エビジャコ属 LC50   MOR 2  ○ 1)-925 

魚類 ○   47,000Oncorhynchus mykiss ニジマス LC50   MOR 4   ○ 1)-4437

 ○  >100,000Oryzias  latipes メダカ LC50   MOR 4 ○  2) 

    ○ 15,380,000Pimephales promelas ファットヘッド

ミノー 
NOEC   GRO 7 ○  1)-13727

  ○   16,000,000Sciaenops ocellatus ヒメジ科 NR   MOR 20 分   ○ 1)-2869

  ○   41,000,000Oncorhynchus mykiss ニジマス LC50   MOR 4  ○ 1)-666 

  ○   49,000,000Pimephales promelas ファットヘッドLC50   MOR 4  ○ 1)-10432
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生物種 急 慢 毒性値 生物名 生物分類 エンドポイント 暴露期間 信頼性 Ref. 

  性 性 [µg/L]    /影響内容 [日] a b c No. 
ミノー 

  ○   56,511,000Oncorhynchus mykiss ニジマス LC50   MOR 4  ○ 1)-18390

  ○   72,860,000Pimephales promelas ファットヘッド

ミノー 
LC50   MOR 4 ○  1)-13727

その他 ○   326,000Xenopus laevis アフリカツメガ

エル 
LC50   MOR 2  ○ 1)-12152

      500,000Ophryotrocha labronica ノリコイソメ科 LC50   MOR 40   ○ 1)-6685

  ○   9,300,000Tetrahymena pyriformis テトラヒメナ属

(ミズケムシ目)
IC50   POP 9 時間  ○ 1)-14980

  ○   9,400,000Tetrahymena pyriformis テトラヒメナ属

(ミズケムシ目)
IC50   POP 9 時間  ○ 1)-16142

  ○   10,920,000Lemna gibba イボウキクサ EC50   POP 7 ○  1)-20075

  ○   120,000,000Brachionus calyciflorus ツボワムシ LC50   MOR 1  ○ 1)-13669

  ○   >10,000,000Entosiphon sulcatum ミドリムシ類 TT 3  ○ 1)-5303
太字の毒性値は、PNEC 算出の際に参照した知見として本文で言及したもの、下線を付した毒性値は PNEC 算出の根拠とし

て採用されたものを示す。 
信頼性）ａ：毒性値は信頼できる値である、ｂ：ある程度信頼できる値である、ｃ：毒性値の信頼性は低いあるいは不明 
ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）EC50（Median Effective Concentration）: 半数影響濃度、IC50（Median Inhibition Concentration）: 半数阻害濃度、

LC50（Median Lethal Concentration）: 半数致死濃度、MATC (Maximum Acceptable Toxicant Concentration)：最大許

容濃度、NOEC（No Observed Effect Concentration）: 無影響濃度、NR（Not Reported）: 記載無し、TT(Toxicity 
Threshold)：影響最低濃度 

影響内容）GRO（Growth）: 生長（植物）、成長（動物）、IMM（Immobilization）: 遊泳阻害、MOR（Mortality）: 死亡、POP
（Population）: 個体群の変化、REP （Reproduction）: 繁殖、再生産 

（）内）試験結果の算出法：AUG（Area Under Growth Curve)生長曲線下の面積により求めた結果、RATE生長速度より求めた結

果 

*)原著では Chronic Value(LOEC と NOEC の幾何平均値)として報告 
**)限度試験により得られた結果。 

 

（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞれについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の

最も低いものを整理し、そのうち最も低い値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適

用することにより、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 

急性毒性値については、藻類では Pseudokirchneriella subcapitata に対する生長阻害の速度法

による 72 時間半数影響濃度（EC50）が 1,000,000 µg/L 超、甲殻類では Daphnia magna に対す

る遊泳阻害の 48 時間半数影響濃度（EC50）が 1,120,000 µg/L 超、魚類では Oryzias  latipes に
対する 96 時間半数致死濃度（LC50）が 100,000 µg/L 超、その他の生物ではアフリカツメガエ

ル Xenopus laevis に対する 48 時間半数致死濃度（LC50）が 326,000 µg/L であった。急性毒性

値について 3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）及びその他の生物の信頼できる知見が得られ

たため、アセスメント係数として 100 を用いることとし、上記の毒性値のうちその他の生物

を除いた最も低い値（魚類の 100,000 µg/L 超）にこれを適用することにより、急性毒性値に

よる PNEC として 1,000 µg/L 超が得られた。 
慢性毒性値については、藻類では Pseudokirchneriella subcapitata に対する生長阻害の速度法

による 72 時間半数影響濃度（EC50）が 1,000,000µg/L、甲殻類では Ceriodaphnia dubia に対

する繁殖阻害の 7 日間最大許容濃度（MATC）が 4,200 µg/L、魚類では Pimephales promelas
に対する成長阻害の 7 日間無影響濃度（NOEC）が 15,380,000 µg/L であった。慢性毒性値に

ついて 3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）の信頼できる知見が得られたため、アセスメント
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

係数として 10 を用いることとし、上記の毒性値のうち最も低い値（甲殻類の 4,200 µg/L）に

これを適用することにより、慢性毒性値による PNEC として 420 µg/L が得られた。 

本物質の PNEC としては、甲殻類の慢性毒性値をアセスメント係数 10 で除した 420 µg/L
を採用する。 
 
 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

媒体 平均濃度 最大値濃度（PEC） PNEC PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 評価に耐えるデータは得られ

なかった。（0.8µg/L未満の報

告がある(1986)） 

評価に耐えるデータは得られ

なかった。（0.93µg/Lの報告

がある(1986)） 

－ 水質 

公共用水域・海水 評価に耐えるデータは得られ

なかった。（0.8µg/L未満の報

告がある(1986)） 

評価に耐えるデータは得られ

なかった。（0.8µg/L未満の報

告がある(1986)） 

420 
µg/L 

－ 

     注)：1) 環境中濃度での（）内の数値は測定年を示す。  

          2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 
 
 
 
 
 
 
 

本物質の公共用水域における濃度については、評価に耐えるデータが得られなかったが、

過去には平均濃度でみると淡水域、海水域ともに 0.8 µg/L 未満、最高濃度では淡水域では

0.93µg/L、海水域では概ね 0.8 µg/L 未満であり、検出下限値未満の知見があった。 
予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は淡水域、海水域とも算出できず、

現時点では生態リスクの判定を行うことはできない。本物質の平成 13 年度の PRTR 排出デー

タから、公共用水域へは 16,000ｔ排出されていると推定されるが、本物質は良分解性であり

PNEC 値は 420µg/L と大きいことから、排出量の推移を見守った上で環境中濃度の把握の必

要性を検討する必要があると考えられる。 
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